
クローズアップクローズアップ 新年度 予算

庁舎整備事業 宅地分譲地整備事業

本庁舎の増築工事等を行い、地震災害時における
庁舎の機能整備と長寿命化等を図るものです。

１億1,668万円
（総額16億4,000万円）

末吉総合体育館施設整備

建物が耐震基準を満たすことで、市民の安全確保
につながります。

２億413万円

公営住宅整備事業 農地耕作条件改善事業

狭小、老朽化した大隅桜ヶ丘団地を解体し、新た
に公営住宅及び共同施設を建設します。

大隅新田場地区
における農地の
区画拡大や暗渠
排水整備などの
耕作条件の改善
を図ります。

10億1,792万円 5,010万円

旧岩川高校の整備

岩川小学校改築部分と避難拠点・防災倉庫整備部
分に分けての整備になります。

６億1,538万円
（総額23億8,071万円）

定住人口増を実現するため、若者や家族世帯を主
な対象として、UIJ ターン者を呼び込むための住
環境の整備を行うものです。

7,203万円

増築予定地

駐車場予定地

平成 24 年度から宅地分譲し、完売した財部
のほたるヶ丘ニュータウン
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え
る
と
庁
舎
整
備
事
業
は
先
延
ば
し

し
て
、
も
う
少
し
慎
重
に
審
議
す
べ

き
で
あ
る
。
ま
た
、
本
庁
・
支
所
機

能
再
編
計
画
も
ま
だ
十
分
に
市
民
の

理
解
を
得
て
お
ら
ず
、
財
部
・
大
隅

地
区
の
市
民
の
意
見
も
十
分
反
映
す

べ
き
で
あ
る
た
め
庁
舎
整
備
事
業
費

減
額
の
修
正
案
を
提
出
す
る
。

【
付
帯
決
議
】

　

議
場
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
現
議

場
の
改
修
等
で
対
応
す
る
の
か
、
多

目
的
ホ
ー
ル
と
兼
用
で
市
民
開
放
型

の
議
場
に
す
る
の
か
は
、
議
会
・
市

民
等
の
意
見
を
十
分
聞
き
理
解
を
得

て
決
定
す
べ
き
で
あ
る
。
よ
っ
て
本

委
員
会
と
し
て
は
、
次
の
事
項
が
明

確
に
示
さ
れ
る
ま
で
は
「
庁
舎
整
備

事
業
」
の
執
行
に
留
意
さ
れ
る
よ
う

決
議
を
行
う
。

１
．
議
会
・
市
民
等
へ
の
説
明
を
行
い
、

意
見
を
十
分
聞
き
理
解
を
得
る
こ
と
。

２
．
人
口
減
少
対
策
や
地
域
活
性
化

事
業
等
の
積
極
的
な
推
進
策
を
示
す

こ
と
。

　

庁
舎
増
改
築
の
多
目
的
ホ
ー
ル

と
議
場
の
兼
用
の
経
緯
は
。

　

現
議
場
は
、
傍
聴
席
が
高
い
と

こ
ろ
に
あ
り
、
高
齢
者
や
障
が
い
者

等
が
傍
聴
し
に
く
い
こ
と
や
、
地
震
・

火
災
等
の
際
に
避
難
し
に
く
い
こ
と

が
問
題
視
さ
れ
て
お
り
、
庁
舎
改
築

の
あ
っ
た
他
自
治
体
を
視
察
研
修
し

た
と
こ
ろ
、
新
し
い
議
場
は
フ
ラ
ッ
ト

型
が
主
流
で
あ
っ
た
の
で
検
討
し
た
。

　

ま
た
、
現
在
の
ト
イ
レ
は
男
女
兼

用
が
１
カ
所
だ
け
な
の
で
男
女
別
ト

イ
レ
と
障
が
い
者
用
ト
イ
レ
の
設
置

を
検
討
し
て
い
る
。

　

現
議
場
の
傍
聴
席
等
の
フ
ラ
ッ

ト
化
と
ト
イ
レ
改
修
の
費
用
額
は
。

　

補
強
工
事
を
含
め
て
概
算
で
約

８
２
０
０
万
円
で
あ
る
。

【
渡
辺
議
員
よ
り
修
正
案
提
出
】

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が

日
本
全
国
、
全
世
界
で
蔓
延
し
、
ま

だ
終
息
の
見
込
み
も
な
く
市
内
に
も

大
き
な
影
響
が
出
て
い
る
状
況
を
考

議
場
の
あ
り
方
に
係
る
調
査
特
別
委

員
会
（
議
長
を
除
く
議
員
19
名
）
を

設
置
し
ま
し
た
。

市
民
の
情
報
源
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
Ｆ
Ｍ

　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
Ｆ
Ｍ
の
聴
取
率

の
調
査
等
の
内
容
は
。

　

４
月
か
ら
５
月
を
目
途
に
約

３
千
人
程
度
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト

を
実
施
す
る
。

令
和
２
年
度

予
算
の
ゆ
く
え
は庁舎増設の現地調査

議
案
第
27
号

令
和
２
年
度
一
般
会
計
予
算

災
害
時
に
お
け
る
庁
舎
機
能
の
重
要
性

　

庁
舎
整
備
事
業
の
計
画
内
容
は
。

　

庁
舎
設
計
業
務
委
託
関
係
は
、

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
基
本
設
計
業

者
を
７
月
に
決
定
。
業
務
終
了
は
令

和
３
年
２
月
末
予
定
で
あ
る
。

　

造
成
工
事
関
係
は
、
庁
舎
増
築
敷

地
の
地
質
調
査
を
６
月
に
終
了
し
、

造
成
工
事
は
令
和
３
年
３
月
末
ま
で

に
終
了
予
定
で
あ
る
。

賛
成
多
数　

可
決

賛
成
少
数　

否
決

　

主
な
項
目
は
。

　

聴
い
て
る
番
組
・
よ
く
聴
い
て

い
る
時
間
・
ス
ポ
ン
サ
ー
に
つ
い
て

ど
う
思
う
か
等
色
々
な
意
見
を
調
査

し
た
い
。

ＳＯＯ　Ｇｏｏｄ　ＦＭ局　

3 ☆本紙では、主な事柄を抜粋して掲載しております。



今
後
の
旧
岩
川
高
校

　

旧
岩
川
高
校
の
整
備
は
。

　

岩
川
小
学
校
改
築
部
分
と
避
難

拠
点
・
防
災
倉
庫
整
備
部
分
に
分
け

て
の
整
備
に
な
る
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
費
は
。

　

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

市
民
が
安
心
し
て
使
え
る
体
育
館
へ

　

末
吉
総
合
体
育
館
耐
震
補
強
工

事
費
２
億
円
の
積
算
根
拠
は
。

　

大
競
技
場
外
壁
補
強
及
び
、
鉄

骨
筋
交
い
補
強
・
武
道
場
壁
等
を
補

強
す
る
工
事
で
あ
る
。

　

補
強
内
容
は
。

　

耐
震
判
定
会
の
審
査
に
よ
り
工

事
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

意
見　

補
修
の
維
持
管
理
は
全
体
的

な
計
画
に
基
づ
く
管
理
を
行
う
よ
う

に
。

桜
ヶ
丘
団
地
の
建
て
替
え
進
捗
状
況

　

工
事
の
遅
れ
は
な
い
か
。

　

概
ね
予
定
ど
お
り
進
ん
で
い
る

が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
で
、
中
国
で
生
産
す
る
資
材

に
納
期
の
遅
れ
が
で
て
い
る
の
で
今

後
非
常
に
厳
し
く
な
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
。

意
見　

活
動
組
織
の
実
情
を
把
握

し
、支
援
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

令
和
２
年
度　

水
道
事
業
会
計
予
算

　

本
年
度
か
ら
上
水
道
、
簡
易
水
道

事
業
を
統
合
し
曽
於
市
水
道
事
業
と

し
て
効
率
的
な
経
営
体
制
の
確
立

を
図
る
。
企
業
債
は
令
和
２
年
度

見
込
み
で
21
億
２
４
８
０
万
円
に
な

り
、
令
和
２
年
度
も
一
般
会
計
よ
り

６
０
９
３
万
円
５
千
円
繰
入
れ
が
必

要
と
な
る
状
況
で
あ
る
。

【
建
設
経
済
常
任
委
員
会
よ
り
修
正
案
提
出
】

　

末
吉
国
道
10
号
線
布
設
工
事
（
推

進
工
）
の
現
地
調
査
を
行
い
、
説

明
を
求
め
た
。
末
吉
国
道
10
号
線

を
横
断
す
る
先
に
、
水
道
本
管
を

布
設
す
る
明
確
な
根
拠
が
無
い
た

め
、
配
水
設
備
改
良
費
の
工
事
請
負

費
１
億
１
７
６
０
万
円
の
う
ち
末
吉

国
道
10
号
線
布
設
工
事
（
推
進
工
）

１
千
万
円
を
減
額
す
る
修
正
案
を
提

出
す
る
。

地
域
資
源
の
適
切
な
保
全
管
理
の
役
割

　

多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
事
業

の
活
動
組
織
が
前
年
度
よ
り
５
減
の

35
組
織
に
な
っ
て
い
る
理
由
は
。

　

構
成
員
の
高
齢
化
や
書
記
・
会

計
の
人
材
不
足
の
た
め
、
活
動
を
終

了
し
た
組
織
が
あ
る
。

全
会
一
致　

修
正
可
決

事業費 うち解体費

岩川小学校
改 築 21億6,688 １億4,950

避 難 拠 点・
防災倉庫整備 ２億1,383 １億4,715

総 額 23億8,071 ２億9,665

（万円）
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議
案
第
２
号

辺
地
に
係
る
公
共
的
施
設
の
総
合
整
備
計
画
策
定

　

当
該
辺
地
は
、
平
成
27
年

度
か
ら
辺
地
総
合
計
画
を

策
定
し
、
市
道
の
整
備
を
進

め
て
き
た
が
、
令
和
元
年
度

末
で
計
画
が
終
了
と
な
る
。

継
続
的
に
整
備
す
べ
き
区
間

を
有
す
る
こ
と
か
ら
、
今
回
、

令
和
２
年
度
か
ら
５
年
間

の
総
合
整
備
計
画
を
新
た
に

策
定
す
る
も
の
で
あ
る
。

議
案
第
３
号　

辺
地
に
係
る
公
共
的
施
設
の
総
合
整
備
計
画
変
更

　

当
該
辺
地
は
、
平
成
30
年
度
か
ら
辺
地
総
合
計

画
を
策
定
し
、
市
道
２
路
線
の
整
備
を
進
め
て
き

た
が
、
新
た
な
市
道
１
路
線
の
整
備
を
追
加
す
る

た
め
総
合
整
備
計
画
を
変
更
す
る
も
の
で
あ
る
。

手
話
を
使
用
し
や
す
い

環
境
へ

議
案
第
５
号

手
話
言
語
条
例
の
制
定

　

手
話
が
言
語
で
あ
る

と
の
認
識
に
基
づ
き
、

手
話
の
理
解
及
び
普
及

を
図
り
、
手
話
を
使
用

し
や
す
い
環
境
を
構
築

す
る
こ
と
に
よ
り
、
全

て
の
市
民
が
共
生
す
る

こ
と
が
で
き
る
地
域
社

会
を
実
現
す
る
た
め
。

　

他
の
地
方
自
治
体

の
条
例
制
定
状
況
は
。

　

令
和
２
年
１
月

29
日
現
在
、
全
国
で
は

３
０
１
自
治
体
に
お
い

て
条
例
が
制
定
さ
れ
て

お
り
、
県
内
で
は
本
市

が
初
め
て
の
自
治
体
に

な
る
。

葬
祭
費
の
支
給
額
が
県

内
統
一
へ

議
案
第
11
号

国
民
健
康
保
険
条
例
の

一
部
改
正

　

県
内
の
統
一
的
な
国

民
健
康
保
険
の
運
営
方

針
と
し
て
「
鹿
児
島
県

国
民
健
康
保
険
運
営
方

針
」
が
作
成
さ
れ
、
葬

祭
費
の
支
給
額
が
２
万

円
に
統
一
さ
れ
た
た
め

条
例
を
改
正
す
る
も
の

で
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
３
万
円

支
給
し
て
い
た
が
１
万

円
の
減
額
分
の
取
扱
い

は
。

　

市
の
一
般
会
計
に

よ
り
支
給
す
る
た
め
、

こ
れ
ま
で
ど
お
り
３
万

円
の
支
給
で
あ
る
。

第
１
回　

定
例
会

会　

期　

令
和
２
年
２
月
14
日
～
３
月
23
日

（
39
日
間
）

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

総
合
整
備
計
画

条
例
制
定

条
例
の
一
部
改
正

古井・荒川内辺地　位置図

高塚・桐原・溝ノ口辺地　位置図

辺地名 事業名及び事業内容 事業費 A 特定財源 B 一般財源 A-B うち辺地債

高塚・桐原・溝ノ口
（平成30～令和4年度）

市道　桐原・溝ノ口線 （104,400） （104,400） （104,300）
改良舗装事業 104,400 104,400 104,300
L＝320ｍ/W＝6.0ｍ

市道　高塚線 （76,841） （76,841） （76,600）
L＝690ｍ/W＝5.0ｍ 76,841 76,841 76,700

市道　馬水・高塚線 （237,150） （237,150） （237,100）
橋粱　1橋 0 0 0
L＝30.2ｍ（W＝6.0ｍ）

凡例

整備計画
区間

改良済
区間

未改良
区間

辺地名 事業名及び事業内容 事業費 A 特定財源 B 一般財源A-B うち辺地債

古井・荒川内辺地
（令和２～６年度）

市道　荒川内・八ヶ代線 81,000 81,000 81,000
改良舗装事業

L＝500ｍ/W＝5.0ｍ

市道北俣・馬立線 26,000 26,000 26,000
改良舗装事業

L＝150ｍ/W＝6.5ｍ

（単位：千円）

（単位：千円）

5 ☆定例会とは年 4回定例的に開かれる会議で、本市では、3月・6月・9月・12 月に開催します。



　

具
体
的
に
ど
の
様

に
推
進
し
て
い
く
の
か
。

　

４
月
以
降
に
各
校

区
公
民
館
長
等
を
対
象

に
説
明
会
を
開
始
し
旧

町
に
１
カ
所
ず
つ
、
３

カ
所
に
モ
デ
ル
地
区
の

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協

議
会
設
立
準
備
委
員
会

を
設
置
し
た
い
。

市
内
在
住
者
で
も
応
募

可
能
に

議
案
第
14
号　

地
域
振
興
住
宅
条
例
の

一
部
改
正

　

地
域
振
興
住
宅
の
建

設
及
び
空
き
家
の
整
備

等
に
関
連
す
る
規
定
を

改
正
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

追
加
す
る
住
宅
は
。

　

下
岡
団
地
（
大

隅
）、片
平
団
地（
財
部
）

で
あ
る
。

地
域
活
性
化
の
た
め
に

議
案
第
９
号　

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活

性
化
推
進
条
例
の
一
部

改
正

　

小
学
校
区
や
中
学
校

区
な
ど
の
範
囲
に
お
い

て
、
自
治
会
、
町
内
会
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
、
青
年

団
な
ど
多
様
な
主
体
が

協
働
し
て
地
域
課
題
の

解
決
等
に
自
主
的
・
持

続
的
に
取
り
組
ん
で
い

く
た
め
の
地
域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
活
性
化
推
進
計

画
の
策
定
に
伴
い
、
関

連
す
る
規
定
を
改
正
す

る
も
の
で
あ
る
。

　

主
な
改
正
部
分
は
。

　

地
域
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
協
議
会
設
立
を
目

指
す
こ
と
で
あ
る
。

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

条
例
の
一
部
改
正

無
償
貸
付
け

市
道
路
線
の
認
定

　

空
き
家
入
居
条
件

の
規
定
は
。

　

市
外
に
２
年
以
上

の
住
民
登
録
条
件
を
削

除
し
、
市
内
在
住
者
で

も
応
募
で
き
る
よ
う
に

改
正
す
る
。

が
あ
る
。

総
務
常
任
委
員
会
所
管
分

【
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
】

　

稼
動
状
況
は
。

　

現
在
試
験
運
転
中

で
３
月
19
日
竣
工
予
定

で
あ
る
。

　

処
理
能
力
は
。

　

一
基
当
た
り
、
従

来
よ
り
も
２
ｔ
多
い
12

ｔ
の
処
理
が
可
能
で
あ

る
。

　

耐
用
年
数
は
。

　

現
在
９
割
出
力
で

ご
み
処
理
を
し
て
い
る

の
で
、
当
初
予
定
で
は

15
年
だ
っ
た
が
、
20
年

は
可
能
で
は
な
い
か
と

試
算
し
て
い
る
。

【
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
Ｆ
Ｍ

放
送
局
の
運
営
】

　

放
送
局
運
営
負
担

金
の
執
行
残
１
千
万
円

の
今
後
の
考
え
方
は
。

　

令
和
２
年
度
は

２
５
０
０
万
円
予
算
計

上
し
て
い
る
が
、
市
民

の
Ｆ
Ｍ
の
聴
取
率
調
査

や
放
送
局
長
の
選
任
も

検
討
し
て
の
計
上
で
あ

る
。

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

所
管
分

【
救
急
医
療
対
策
】

　

曽
於
地
域
救
急
医

療
協
議
会
及
び
曽
於
地

域
医
療
確
保
対
策
協
議

会
の
実
施
状
況
は
。

　

協
議
会
は
１
回
、

曽
於
保
健
医
療
圏
地
域

医
療
構
想
調
整
会
議
が

４
〜
５
回
で
あ
る
。

意
見　

こ
の
６
年
間
曽

於
地
区
は
救
急
医
療
対

策
へ
の
取
り
組
み
が
全

く
進
ん
で
い
な
い
状
況

で
あ
り
、
市
長
主
導
に

よ
る
取
り
組
み
を
強
化

す
べ
き
で
あ
る
。

地
域
の
活
性
化
へ

議
案
第
17
号

財
産
の
無
償
貸
付
け

　

令
和
２
年
４
月
１
日

か
ら
令
和
７
年
３
月
31

日
ま
で
、
旧
岩
北
学
校

給
食
共
同
調
理
場
を
㈱

グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
ー
ト
に

引
き
続
き
契
約
更
新
す

る
も
の
で
あ
る
。

　

事
業
内
容
は
。

　

ケ
イ
素
テ
ィ
ー

の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
販

売
で
、
令
和
元
年
は

６
０
０
万
円
の
売
上
げ

議
案
第
19
号

令
和
元
年
度

一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
８
号
）

　

各
事
業
の
確
定
及
び

執
行
見
込
み
に
よ
る
増

減
が
主
な
も
の
で
あ
る
。

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

補　

正

路線名 地区名
立馬中通３号線 大隅町
大隅南団地線 大隅町

議案第 18号　市道路線の認定
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建
設
経
済
常
任
委
員
会

所
管
分

【
プ
レ
ミ
ア
ム
無
し
商

品
券
好
評
】

　

補
正
の
増
減
額
は
。

　

地
域
商
品
券
発
行

事
業
の
プ
レ
ミ
ア
ム
無

し
商
品
券
が
好
評
で
あ

り
７
５
０
万
円
の
補
正

増
、
思
い
や
り
ふ
る
さ

と
寄
附
金
推
進
事
業
で

寄
附
額
の
50
％
以
下
に

経
費
を
削
除
す
る
よ
う

総
務
省
よ
り
指
導
が
あ

り
、
広
告
料
の
減
額
で

あ
る
。

【
繰
越
明
許
費
補
正
】

　

現
年
度
発
生
農

地
・
農
業
用
施
設
災
害

復
旧
費
の
繰
越
明
許
費

補
正
の
内
容
は
。

　

国
の
災
害
査
定
が

12
月
ま
で
、
県
の
設
計

審
査
が
１
月
以
降
に
な

り
、
工
事
発
注
が
２
月

以
降
に
な
っ
た
。

給
付
費
5.5
％
の
伸
び

議
案
第
20
号

令
和
元
年
度

国
民
健
康
保
険
特
別
会

計
補
正
予
算（
第
５
号
）

　

保
険
税
等
の
収
入
見

込
み
や
執
行
見
込
み
に

よ
る
増
減
で
あ
る
。

　

一
般
被
保
険
者
療

養
給
付
金
の
増
額
は
。

　

当
初
予
算
の
伸
び

率
1.5
％
で
計
上
し
て
い

た
が
、
5.5
％
の
伸
び
で

あ
っ
た
。
内
容
は
、
骨

折
・
脳
梗
塞
・
精
神
疾

患
等
の
入
院
費
の
伸
び

で
あ
り
、
単
年
度
の
特

別
な
事
情
で
あ
る
。

循
環
型
社
会
形
成
推
進

地
域
計
画
の
終
了
は

議
案
第
24
号

令
和
元
年
度

生
活
排
水
処
理
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
５
号
）

　

事
業
費
の
確
定
及
び

執
行
見
込
み
に
よ
る
増

減
で
あ
る
。

　

浄
化
槽
市
町
村
設

置
事
業
の
循
環
型
社
会

形
成
推
進
地
域
計
画
は

い
つ
ま
で
か
。

　

令
和
４
年
３
月
31

日
で
終
了
す
る
。

小
・
中
学
校
Ｌ
Ａ
Ｎ
整
備

議
案
第
34
号

令
和
元
年
度

一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
９
号
）

　

国
の
補
正
予
算
に
対

応
し
た
事
業
の
追
加
が

主
な
も
の
で
あ
る
。

【
市
債
の
追
加
】

　

主
な
内
容
は
。

　

市
道
の
社
会
資
本

整
備
総
合
交
付
金
事
業

と
緊
急
災
害
防
止
対
策

事
業
、
小
・
中
学
校
校

舎
Ｌ
Ａ
Ｎ
整
備
事
業
で

あ
る
。

【
土
木
費
国
庫
補
助
】

　

繰
越
明
許
費
の
追

加
が
多
い
の
は
。

　

災
害
発
生
に
よ

る
事
務
量
の
多
さ
で
あ

る
。

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

全
会
一
致　

可
決

件名　　　　　　　　　　　議員名

重
久　

昌
樹

松
ノ
下
い
ず
み

鈴
木　

栄
一

岩
水　
　

豊

渕
合　

昌
昭

上
村　

龍
生

宮
迫　
　

勝

今
鶴　

治
信

九
日　

克
典

伊
地
知
厚
仁

原
田
賢
一
郎

山
田　

義
盛

大
川
内
冨
男

渡
辺　

利
治

海
野　

隆
平

久
長
登
良
男

谷
口　

義
則

迫　
　

杉
雄

徳
峰　

一
成

結
果

議
案第27号 令和２年度一般会計予算 ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ 賛

成
多
数

可
決

議案内容 平成 31年度当初予算に対して 34億 7,500 万円、14.8％増で総額 269 億 500 万円の歳
入歳出予算計上である。（P2参照）

議
案第29号 令和２年度後期高齢者

医療特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 賛
成
多
数

可
決

議案内容 総額 54億 9,857 万円の歳入歳出予算計上である。

土屋議員は議長のため、表決には参加しない。
賛成「○」。賛成者のみを諮る表決方法であるため、賛成者以外（反対者・態度保留者・棄権者等）は「●」
としている。欠席「欠」。

議決結果一覧

7 議員が議案について賛成・反対の意思表示をすることを「表決」といいます。



区分 番　号 件　　名 内　容 結　果

諮
問 第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦 現委員である永山たみ子氏の任期が令和 2年 6月 30日をもって満了することに

伴いその後任として山本ひとみ氏を推薦。任期は 3年である。 適任

議　
　
　

案

第 2 号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策
定（財部町古井・荒川内辺地） 財部町古井・荒川内辺地の総合整備計画の策定。（Ｐ 5を参照） 全会一致

可決

第 3 号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変
更（財部町高塚・桐原・溝ノ口辺地） 財部町高塚・桐原・溝ノ口辺地の総合整備計画の変更。（Ｐ 5を参照） 全会一致

可決

第 4 号 宮崎県都城市との定住自立圏の形成に関す
る変更協定の締結 定住自立圏形成協定の変更。 全会一致

可決

第 5 号 曽於市手話言語条例の制定 手話言語条例を定めるもの。 全会一致
可決

第 6 号 曽於市職員の服務の宣誓に関する条例の一
部改正 令和 2年 4月 1日からの会計年度任用職員制度の導入に伴うもの。 全会一致

可決

第 7 号 曽於市職員の諸給与に関する条例の一部改正 令和 2年度からの国の機関へ職員出向に伴う地域手当の新設に関する規定。 全会一致
可決

第 8 号 曽於市監査委員条例の一部改正 引用する条項において条ずれが生じたことに伴い関連する規定の改正。 全会一致
可決

第 9 号 曽於市地域コミュニティ活性化推進条例の
一部改正 同条例に基づき策定した計画により、取組事項、認定基準等を定めるもの。 全会一致

可決

第10号 曽於市固定資産評価審査委員会条例の一部
改正 引用する条項において条ずれが生じたことに伴い関連する規定の改正。 全会一致

可決

第11号 曽於市国民健康保険条例の一部改正 葬祭費の支給額が県内 2万円に統一されたことに伴う一部改正。（Ｐ 5参照） 全会一致
可決

第12号 曽於市有住宅条例の一部改正 住宅の用途廃止による規定改正。敷金の取扱いの規定等の改正。 全会一致
可決

第13号 曽於市営住宅条例の一部改正 公営住宅管理標準条例について修繕費用の負担等について改正。 全会一致
可決

第14号 曽於市地域振興住宅条例の一部改正 片平団地に1戸、下岡団地に1戸地域振興住宅を建設したことに伴う規定の改正。
空き家入居条件が市内在住者でも応募できる規定の改正。（Ｐ 6参照）

全会一致
可決

第15号 曽於市水道事業給水条例の一部改正 指定給水装置工事事業者の指定の有効期間が定められたことに伴う改正。 全会一致
可決

第16号 曽於市水道事業の設置等に関する条例の一
部を改正する条例の一部改正

水道事業統合により 2つの基金条例の廃止と笠木簡易水道事業の設置条例の廃
止。審議会の庶務を公営企業会計職員に改正する。

全会一致
可決

第17号 財産の無償貸付け ㈱グローバルハートへの無償貸付け（Ｐ 6参照） 全会一致
可決

第18号 曽於市道路線の認定 宅地分譲整備事業で整備した坂元地区及び大隅南地区の市道認定。 全会一致
可決

第19号 令和元年度曽於市一般会計補正予算
（第 8号） 予算総額から 5億 2,484 万 7 千円減額するもの。 全会一致

可決

第20号 令和元年度曽於市国民健康保険特別会計補
正予算（第 5号） 予算総額に 1億 3,769 万 2 千円追加するもの。 全会一致

可決

第21号 令和元年度曽於市後期高齢者医療特別会計
補正予算（第 3号） 予算総額から 1,908 万 5 千円減額するもの。 全会一致

可決

第22号 令和元年度曽於市介護保険特別会計補正予
算（第 4号） 予算総額から 1,710 万 7 千円減額するもの。 全会一致

可決

第23号 令和元年度曽於市公共下水道事業特別会計
補正予算（第 4号） 予算総額から 1,184 万 2 千円減額するもの。 全会一致

可決

第24号 令和元年度曽於市生活排水処理事業特別会
計補正予算（第 5号） 予算総額から 2,589 万 4 千円減額するもの。 全会一致

可決

第25号 令和元年度曽於市笠木簡易水道事業特別会
計補正予算（第 4号） 予算総額に 17 万 7千円追加するもの。 全会一致

可決

第26号 令和元年度曽於市水道事業会計補正予算
（第 5号） 執行見込みによる減額と国庫補助金を減額するもの。 全会一致

可決

第28号 令和2年度曽於市国民健康保険特別会計予算 予算の総額を 54 億 9,857 万 3 千円定めるもの。 全会一致
可決

第30号 令和 2年度曽於市介護保険特別会計予算 予算の総額を 56 億 4,027 万 6 千円定めるもの。 全会一致
可決

第31号 令和 2年度曽於市生活排水処理事業特別会
計予算 予算の総額を 1億 1,737 万 4 千円定めるもの。 全会一致

可決

第32号 令和 2年度曽於市水道事業予算 施設整備は、老朽管路の更新が主なものである。 全会一致
修正可決

第33号 令和 2年度曽於市公共下水道事業会計予算 今年度より特別会計から公営企業会計へと移行するもの。 全会一致
可決

第34号 令和元年度曽於市一般会計補正予算
（第 9号） 歳入歳出予算総額に 2億 5,301 万 4 千円追加するもの。 全会一致

可決

第35号 令和元年度曽於市水道事業会計補正予算
（第 6号） 水道管破損による損害賠償請求のため委託料が発生したもの。 全会一致

可決

第36号 令和元年度曽於市一般会計補正予算
（第 10 号） 歳入歳出予算総額に 2,138 万 9 千円追加するもの。 全会一致

可決

曽於市議会だより　№ 60　令和２年５月１日発行 8




